
令和３年度　事務事業調書（評価対象事業） 2021基準年度： 477

山腹工、渓間工、法枠工等治山施設の設置を民間業者に発注している。

指標名 単位 年度

治山事業

開始年度 0 終了年度 9999
目的 小規模な山崩れ、土石流、地すべり、なだれなどの山地災害により、住宅や公共施設などが災害を受ける恐れがあるところに、治山施設を設置して市民の生

命、財産を保全する。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
）

R3年度
事業名

部署名 土木課

山腹工（山腹法面を安定させる土留工）や渓間工（山脚・渓床を固定するための治山ダム）（県：50％、市：37.5％、地元：12.5％）を行う。概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

活動指標

民間等委託（一部）現在

指標名 単位 年度
成果指標

総合戦略
体系　

前年度
ランク
B、Ｃの
理由

地元の要望により予算化したものの、地元から事業中止の依頼を受けたため。

ランク A A C

436 安心で快適に暮らせるまちの創造 強靭で安全・安心なまち 公共インフラの長寿命化

20222021202020192018

20222021202020192018

治山事業R2年度
事業名

特になしコロナ対応
の取組

※設定困難 目標値

実績値

渓間工、山腹工の実施箇所数 箇所 目標値 21 1 4 2

計算
根拠

実施箇所数

実績値 1 1 2
達成率 100 100 50
実数値
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令和３年度　事務事業調書（評価対象事業） 2021基準年度： 477

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
）

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

会計

事業タイ

経費区分

タ
イ
プ

一般会計

補助（県）事業

普通建設事業費決算額

2,000
事
業
費

6,600予算額

2,000

【単位：千円】

3,800

2,5003,800

2,500

6,000

区分

6,000

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間

0.1

0

事
業
要
員

6 2 1１

２

４

502 治山事業費 6,600 6,600

款 項 目 事業 Ｒ3年度事業名 予算書額 うち事業額（千円）

治山事業負担金 4,325１

２ 治山事業費補助金 2,050

Ｒ3年度補助金等名称 金額（千円）

３

6,600

４

５以降

５以降

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

３
歳
出
予
算

No

合計

No

補
助
金
等

6,375合計

2017 2018 2019 2020 2021

取組選択
年度

実施状況

不可能不可能

未実施未実施

不可能 不可能

未実施 未実施

不可能

未実施

【提案型市民主役事業実施】 R3年度
事業名

市民主役事業にかかる額（単位千円）：

【単位：千円】

取組可能な事業の詳細⇒

R4年度
事業名

市民主役事業にかかる額（単位千円）： 0

20222021202020192018

法令により実施することが義務づけられているか。
（評価１いいえ・２はい）

行政が実施すべき事業か。
（評価１必要なし～５必ず実施すべき）

住民等のニーズはあるか。
（評価１ニーズなし～５十分にニーズあり）

国・県または民間のサービスと競合している事業がある。
（評価１はい・２いいえ）

事務事業の中で、目的や概要が類似する事務事業がある。
（評価１はい・２いいえ）

①必要性　評価点数の合計 15 ／１６

いいえ はい

１ ２ ３ ４ ５

１ ２ ３ ４ ５

はい いいえ

はい いいえ

有
効
性

効
率
性

今以上に、コスト削減させる余地はないか。

今以上に、ＩＴを活用した業務の効率化などに伴う
人員削減させる余地はないか。

今以上に、財源（補助金等、受益者負担など）を
確保する余地はないか。

今以上に、成果を向上させる余地はないか。

②事務改善　評価点数の合計 16 ／２０

ある ない

ある ない

ある ない

ある ない

A
A

西大井町の山林において、山腹崩壊などの山地災害により家屋への被害を防止するためベンチフリューム水路を25ｍ施工する。

R3方向性⇒ 維持

乙坂今北町の渓流工を整備し、下流の民家への影響を防いだ
上戸口町にて、ブロック積38㎡を整備し、法面崩壊を防いだ。

取
組
内
容

R2
年
度
の
実
績

住民等のニーズは高いが、地元負担の軽減を求められている。

R2年度実績とR3年度の経過を踏まえた課題

予算計上に向け、事業に対する地権者や地元集落の合意を十分に確認する。

実績と課題を踏まえたR4年度の変更点

R4方向性⇒ 維持

今
年
度

来
年
度
へ
向
け
て
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令和３年度　事務事業調書（評価対象事業） 2021基準年度： 479

区画線、道路反射鏡、防護柵（ガードレール・ガードパイプ等）、視線誘導標等の交通安
全施設の設置・補修を民間に発注する。

指標名 単位 年度

道路交通安全対策事業

開始年度 0 終了年度 9999

道路交通法

目的 道路反射鏡や防護柵等を設置し、通行者や住民が安全で円滑な通行ができる道路交通環境を確保する。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
）

R3年度
事業名

部署名 土木課

区画線、道路反射鏡、防護柵（ガードレール・ガードパイプ・転落防護柵）、視線誘導標等の交通安全施設の整備・補修を行う。概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

活動指標

民間等委託（一部）現在

指標名 単位 年度
成果指標

総合戦略
体系　

前年度
ランク
B、Ｃの
理由

ランク A A A

433 安心で快適に暮らせるまちの創造 強靭で安全・安心なまち 交通安全の推進

20222021202020192018

20222021202020192018

道路交通安全対策事業R2年度
事業名

特になしコロナ対応
の取組

※設定困難 目標値

実績値

交通安全対策実施箇所数 箇所 目標値 8045 45 45 45

計算
根拠

交通安全施設の整備・補修実施箇所数

実績値 48 52 47
達成率 107 116 104
実数値
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令和３年度　事務事業調書（評価対象事業） 2021基準年度： 479

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
）

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

会計

事業タイ

経費区分

タ
イ
プ

一般会計

単独事業

普通建設事業費決算額

11,900
事
業
費

11,330予算額

11,896

【単位：千円】

11,392

11,40011,400

11,396

11,400

区分

11,398

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間

0.2

0

事
業
要
員

8 2 2１

２

４

401 交通安全施設維持補修費 1,330 1,330

8 2 2 501 交通安全施設整備費 10,000 10,000

款 項 目 事業 Ｒ3年度事業名 予算書額 うち事業額（千円）

交通安全対策特別交付金 10,000１

２

Ｒ3年度補助金等名称 金額（千円）

３

11,330

４

５以降

５以降

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

３
歳
出
予
算

No

合計

No

補
助
金
等

10,000合計

2017 2018 2019 2020 2021

取組選択
年度

実施状況

不可能不可能

未実施未実施

不可能 不可能

未実施 未実施

不可能

未実施

【提案型市民主役事業実施】 R3年度
事業名

市民主役事業にかかる額（単位千円）：

【単位：千円】

取組可能な事業の詳細⇒

R4年度
事業名

市民主役事業にかかる額（単位千円）： 0

20222021202020192018

法令により実施することが義務づけられているか。
（評価１いいえ・２はい）

行政が実施すべき事業か。
（評価１必要なし～５必ず実施すべき）

住民等のニーズはあるか。
（評価１ニーズなし～５十分にニーズあり）

国・県または民間のサービスと競合している事業がある。
（評価１はい・２いいえ）

事務事業の中で、目的や概要が類似する事務事業がある。
（評価１はい・２いいえ）

①必要性　評価点数の合計 16 ／１６

いいえ はい

１ ２ ３ ４ ５

１ ２ ３ ４ ５

はい いいえ

はい いいえ

有
効
性

効
率
性

今以上に、コスト削減させる余地はないか。

今以上に、ＩＴを活用した業務の効率化などに伴う
人員削減させる余地はないか。

今以上に、財源（補助金等、受益者負担など）を
確保する余地はないか。

今以上に、成果を向上させる余地はないか。

②事務改善　評価点数の合計 13 ／２０

ある ない

ある ない

ある ない

ある ない

A
A

パトロールを実施し、区画線・道路反射鏡・防護柵等の整備および維持補修を行う。

R3方向性⇒ 維持

パトロールを実施し、区画線・道路反射鏡・防護柵等の整備および維持補修を行った。

取
組
内
容

R2
年
度
の
実
績

路面標示（区画線）である交通安全施設は、３年に１度程度の塗り直しが必要であるが、現状では５年～１０年に１度にしか塗り直しが出来ておらず、各地区で路面
標示（区画線）が消えかけている路線が数多く存在している。

R2年度実績とR3年度の経過を踏まえた課題

路面標示（区画線）を３年に１度程度は塗り直しを実施し適切な維持管理を行い、交通の安全を確保したい。
特に、全国的に通学路における交通事故が発生しているため、小学校周辺の通学路の安全を確保するため、今以上に十分な予算の拡充を必要とする（予算の増
額）
また、「通学路防犯灯整備事業(3059)」と統合する。

実績と課題を踏まえたR4年度の変更点

R4方向性⇒ 統合

今
年
度

来
年
度
へ
向
け
て
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令和３年度　事務事業調書（評価対象事業） 2021基準年度： 481

測量設計業務の民間委託および道路改良工事や舗装工事を民間業者に発注する。

指標名 単位 年度

市道整備(改良・舗装)工事

開始年度 0 終了年度 9999

道路法

目的 市道の整備を行い、通行者や住民に対し交通の安全性や利便性の向上を図る。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
）

R3年度
事業名

部署名 土木課

市道における交通弱者対策や車両の大型化および舗装の老朽化等を総合的に検討し、拡幅や線形改良などの道路改良工事や舗装の整備工事を行う。概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

活動指標

民間等委託（一部）現在

指標名 単位 年度
成果指標

総合戦略
体系　

前年度
ランク
B、Ｃの
理由

ランク A A A

436 安心で快適に暮らせるまちの創造 強靭で安全・安心なまち 公共インフラの長寿命化

20222021202020192018

20222021202020192018

市道整備(改良・舗装)工事R2年度
事業名

特になしコロナ対応
の取組

※設定困難 目標値

実績値

安全確保のため緊急を要する工事・補修箇所数 箇所 目標値 6060 60 60 60

計算
根拠

工事・補修対応箇所数

実績値 79 65 62
達成率 131.7 108.3 103.3
実数値
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令和３年度　事務事業調書（評価対象事業） 2021基準年度： 481

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
）

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

会計

事業タイ

経費区分

タ
イ
プ

一般会計

単独事業

普通建設事業費決算額

85,910
事
業
費

140,000予算額

85,910

【単位：千円】

91,810

101,73591,810

101,735

107,682

区分

107,682

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間

0.5

0

事
業
要
員

8 2 3１

２

４

201 道路整備事業費（単独） 147,970 140,000

款 項 目 事業 Ｒ3年度事業名 予算書額 うち事業額（千円）

公共施設等適正管理推進事業債 50,000１

２ 緊急自然災害防止対策事業債 33,000

Ｒ3年度補助金等名称 金額（千円）

３

140,000

４

５以降

５以降

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

３
歳
出
予
算

No

合計

No

補
助
金
等

83,000合計

2017 2018 2019 2020 2021

取組選択
年度

実施状況

不可能不可能

未実施未実施

不可能 不可能

未実施 未実施

不可能

未実施

【提案型市民主役事業実施】 R3年度
事業名

市民主役事業にかかる額（単位千円）：

【単位：千円】

取組可能な事業の詳細⇒

R4年度
事業名

市民主役事業にかかる額（単位千円）： 0

20222021202020192018

法令により実施することが義務づけられているか。
（評価１いいえ・２はい）

行政が実施すべき事業か。
（評価１必要なし～５必ず実施すべき）

住民等のニーズはあるか。
（評価１ニーズなし～５十分にニーズあり）

国・県または民間のサービスと競合している事業がある。
（評価１はい・２いいえ）

事務事業の中で、目的や概要が類似する事務事業がある。
（評価１はい・２いいえ）

①必要性　評価点数の合計 16 ／１６

いいえ はい

１ ２ ３ ４ ５

１ ２ ３ ４ ５

はい いいえ

はい いいえ

有
効
性

効
率
性

今以上に、コスト削減させる余地はないか。

今以上に、ＩＴを活用した業務の効率化などに伴う
人員削減させる余地はないか。

今以上に、財源（補助金等、受益者負担など）を
確保する余地はないか。

今以上に、成果を向上させる余地はないか。

②事務改善　評価点数の合計 16 ／２０

ある ない

ある ない

ある ない

ある ない

A
A

道路側溝や舗装等の改良工事を実施する。

市道舟津１７号線舗装改良工事（他５９箇所）

R3方向性⇒ 維持

道路側溝や舗装等の改良工事を実施した。

市道上鯖江鯖江大橋線舗装改良工事（他６１箇所）

取
組
内
容

R2
年
度
の
実
績

安全で快適な道路を維持するため、生活道路（市単）における舗装等の老朽化が各地区で著しく進行しているため、区長より多くの土木行政要望が提出されている。
また近年、交差点での事故防止のための注意喚起の路面標示や区画線の要望も増大している。

R2年度実績とR3年度の経過を踏まえた課題

生活道路（市単）における舗装改良については、損傷度合いを確認し適切に区長要望に対応していく。また、交差点での事故防止対策については警察や区長と協議
し効果的な対策を検討し対応していく。

実績と課題を踏まえたR4年度の変更点

R4方向性⇒ 維持

今
年
度

来
年
度
へ
向
け
て
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令和３年度　事務事業調書（評価対象事業） 2021基準年度： 497

林道の改良、舗装、維持工事を民間業者に発注している。

指標名 単位 年度

林道事業（県補助）

開始年度 0 終了年度 9999
目的 森林の適正な管理や効率的な林業経営を進めるため、林道の整備を行う。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
）

R3年度
事業名

部署名 土木課

林道の改良・舗装・災害復旧工事を行う。県単林道整備事業（県：50％、市：50％）概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

活動指標

民間等委託（一部）現在

指標名 単位 年度
成果指標

総合戦略
体系　

前年度
ランク
B、Ｃの
理由

荒谷線について、R元年度に実施した同路線の事業にあわせ、前倒しで実施したため、R2年度の実施箇所を減とした。

ランク A A B

436 安心で快適に暮らせるまちの創造 強靭で安全・安心なまち 公共インフラの長寿命化

20222021202020192018

20222021202020192018

林道事業（県補助）R2年度
事業名

特になしコロナ対応
の取組

※設定困難 目標値

実績値

事業実施箇所数 箇所 目標値 54 4 5 4

計算
根拠

実施箇所数

実績値 4 4 4
達成率 100 100 80
実数値

7 ページ



令和３年度　事務事業調書（評価対象事業） 2021基準年度： 497

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
）

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

会計

事業タイ

経費区分

タ
イ
プ

一般会計

補助（県）事業

普通建設事業費決算額

26,701
事
業
費

20,000予算額

26,511

【単位：千円】

21,218

28,95027,142

28,635

22,380

区分

22,084

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間

0.2

0

事
業
要
員

6 2 1１

２

４

501 林道事業費（県補助） 20,000 20,000

款 項 目 事業 Ｒ3年度事業名 予算書額 うち事業額（千円）

県単林道事業費補助金 10,000１

２ 林道整備事業債 9,000

Ｒ3年度補助金等名称 金額（千円）

３

20,000

４

５以降

５以降

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

３
歳
出
予
算

No

合計

No

補
助
金
等

19,000合計

2017 2018 2019 2020 2021

取組選択
年度

実施状況

不可能不可能

未実施未実施

不可能 不可能

未実施 未実施

不可能

未実施

【提案型市民主役事業実施】 R3年度
事業名

市民主役事業にかかる額（単位千円）：

【単位：千円】

取組可能な事業の詳細⇒

R4年度
事業名

市民主役事業にかかる額（単位千円）： 0

20222021202020192018

法令により実施することが義務づけられているか。
（評価１いいえ・２はい）

行政が実施すべき事業か。
（評価１必要なし～５必ず実施すべき）

住民等のニーズはあるか。
（評価１ニーズなし～５十分にニーズあり）

国・県または民間のサービスと競合している事業がある。
（評価１はい・２いいえ）

事務事業の中で、目的や概要が類似する事務事業がある。
（評価１はい・２いいえ）

①必要性　評価点数の合計 15 ／１６

いいえ はい

１ ２ ３ ４ ５

１ ２ ３ ４ ５

はい いいえ

はい いいえ

有
効
性

効
率
性

今以上に、コスト削減させる余地はないか。

今以上に、ＩＴを活用した業務の効率化などに伴う
人員削減させる余地はないか。

今以上に、財源（補助金等、受益者負担など）を
確保する余地はないか。

今以上に、成果を向上させる余地はないか。

②事務改善　評価点数の合計 16 ／２０

ある ない

ある ない

ある ない

ある ない

A
A

森林整備および林業振興ならびに災害の未然防止を図るため、林道の路面の改良および渓流の土砂流出抑制の工事を実施する。
・巳ノ松線（排水改良1式）
・尾花2号線（路面改良43ｍ）
・尾花線（舗装改良1,000ｍ）
・沢線（ブロック積工31㎡）

R3方向性⇒ 維持

・三ッ峰線　路面改良、排水改良　Ｌ＝126.8ｍ
・坂尻線（路面改良80ｍ）
・城山線（路面改良160ｍ）
・尾花線（排水改良1式）

取
組
内
容

R2
年
度
の
実
績

特になし

R2年度実績とR3年度の経過を踏まえた課題

特になし

実績と課題を踏まえたR4年度の変更点

R4方向性⇒ 維持

今
年
度

来
年
度
へ
向
け
て

8 ページ



令和３年度　事務事業調書（評価対象事業） 2021基準年度： 510

林道の小規模な改良、舗装、維持工事を民間業者に発注している。

指標名 単位 年度

林道事業（単独）

開始年度 0 終了年度 9999
目的 森林の適正な管理や効率的な林業経営を進めるため、林道の整備を行う。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
）

R3年度
事業名

部署名 土木課

林道の小規模な改良・舗装・維持工事等を行う。（市：100％）概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

活動指標

民間等委託（一部）現在

指標名 単位 年度
成果指標

総合戦略
体系　

前年度
ランク
B、Ｃの
理由

優先順位の高い箇所と、地元からの要望で急を要する箇所から実施したため

ランク A A C

436 安心で快適に暮らせるまちの創造 強靭で安全・安心なまち 公共インフラの長寿命化

20222021202020192018

20222021202020192018

林道事業（単独）R2年度
事業名

特になしコロナ対応
の取組

※設定困難 目標値

実績値

事業実施箇所数 箇所 目標値 35 3 5 4

計算
根拠

実施箇所数

実績値 8 6 3
達成率 160 200 60
実数値

9 ページ



令和３年度　事務事業調書（評価対象事業） 2021基準年度： 510

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
）

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

会計

事業タイ

経費区分

タ
イ
プ

一般会計

単独事業

普通建設事業費決算額

2,299
事
業
費

2,000予算額

2,298

【単位：千円】

2,689

2,0002,689

1,998

2,400

区分

2,068

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間

0.1

0

事
業
要
員

6 2 1１

２

４

202 林道事業費（単独） 2,000 2,000

款 項 目 事業 Ｒ3年度事業名 予算書額 うち事業額（千円）

林道整備事業債 1,800１

２

Ｒ3年度補助金等名称 金額（千円）

３

2,000

４

５以降

５以降

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

３
歳
出
予
算

No

合計

No

補
助
金
等

1,800合計

2017 2018 2019 2020 2021

取組選択
年度

実施状況

不可能不可能

未実施未実施

不可能 不可能

未実施 未実施

不可能

未実施

【提案型市民主役事業実施】 R3年度
事業名

市民主役事業にかかる額（単位千円）：

【単位：千円】

取組可能な事業の詳細⇒

R4年度
事業名

市民主役事業にかかる額（単位千円）： 0

20222021202020192018

法令により実施することが義務づけられているか。
（評価１いいえ・２はい）

行政が実施すべき事業か。
（評価１必要なし～５必ず実施すべき）

住民等のニーズはあるか。
（評価１ニーズなし～５十分にニーズあり）

国・県または民間のサービスと競合している事業がある。
（評価１はい・２いいえ）

事務事業の中で、目的や概要が類似する事務事業がある。
（評価１はい・２いいえ）

①必要性　評価点数の合計 15 ／１６

いいえ はい

１ ２ ３ ４ ５

１ ２ ３ ４ ５

はい いいえ

はい いいえ

有
効
性

効
率
性

今以上に、コスト削減させる余地はないか。

今以上に、ＩＴを活用した業務の効率化などに伴う
人員削減させる余地はないか。

今以上に、財源（補助金等、受益者負担など）を
確保する余地はないか。

今以上に、成果を向上させる余地はないか。

②事務改善　評価点数の合計 16 ／２０

ある ない

ある ない

ある ない

ある ない

A
A

市内林道の崩土除去、路面改良・復旧等の維持工事を行う。
・尾花線、上河内線、上戸口町、石生谷線

R3方向性⇒ 維持

・上河内線、沢線等の維持工事を行った。

取
組
内
容

R2
年
度
の
実
績

特になし

R2年度実績とR3年度の経過を踏まえた課題

特になし

実績と課題を踏まえたR4年度の変更点

R4方向性⇒ 維持

今
年
度

来
年
度
へ
向
け
て

10 ページ



令和３年度　事務事業調書（評価対象事業） 2021基準年度： 516

設計業務等の民間委託および橋梁の改良や補修工事を民間業者に発注

指標名 単位 年度

橋梁整備事業（新設改良・補修）

開始年度 0 終了年度 9999

道路法

目的 市道における橋梁の整備や補修を行い、安全で円滑な交通環境を確保する。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
）

R3年度
事業名

部署名 土木課

橋梁拡幅等の改良や塗装の塗替え等補修工事を行う。概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

活動指標

民間等委託（一部）現在

指標名 単位 年度
成果指標

総合戦略
体系　

前年度
ランク
B、Ｃの
理由

ランク A A A

436 安心で快適に暮らせるまちの創造 強靭で安全・安心なまち 公共インフラの長寿命化

20222021202020192018

20222021202020192018

橋梁整備事業（新設改良・補修）R2年度
事業名

特になしコロナ対応
の取組

※設定困難 目標値

実績値

橋梁の安全確保のための工事・補修箇所数 箇所 目標値 22 2 2 2

計算
根拠

工事・補修対応箇所数

実績値 7 4 7
達成率 350 200 350
実数値
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令和３年度　事務事業調書（評価対象事業） 2021基準年度： 516

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
）

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

会計

事業タイ

経費区分

タ
イ
プ

一般会計

単独事業

普通建設事業費決算額

4,500
事
業
費

4,000予算額

4,303

【単位：千円】

3,996

4,0004,000

3,987

4,000

区分

3,990

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間

0.1

0

事
業
要
員

8 2 4１

２

４

201 橋梁維持補修費 2,000 2,000

8 2 5 501 橋梁整備事業費（単独） 2,000 2,000

款 項 目 事業 Ｒ3年度事業名 予算書額 うち事業額（千円）

１

２

Ｒ3年度補助金等名称 金額（千円）

３

4,000

４

５以降

５以降

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

３
歳
出
予
算

No

合計

No

補
助
金
等

0合計

2017 2018 2019 2020 2021

取組選択
年度

実施状況

不可能不可能

未実施未実施

不可能 不可能

未実施 未実施

不可能

未実施

【提案型市民主役事業実施】 R3年度
事業名

市民主役事業にかかる額（単位千円）：

【単位：千円】

取組可能な事業の詳細⇒

R4年度
事業名

市民主役事業にかかる額（単位千円）： 0

20222021202020192018

法令により実施することが義務づけられているか。
（評価１いいえ・２はい）

行政が実施すべき事業か。
（評価１必要なし～５必ず実施すべき）

住民等のニーズはあるか。
（評価１ニーズなし～５十分にニーズあり）

国・県または民間のサービスと競合している事業がある。
（評価１はい・２いいえ）

事務事業の中で、目的や概要が類似する事務事業がある。
（評価１はい・２いいえ）

①必要性　評価点数の合計 15 ／１６

いいえ はい

１ ２ ３ ４ ５

１ ２ ３ ４ ５

はい いいえ

はい いいえ

有
効
性

効
率
性

今以上に、コスト削減させる余地はないか。

今以上に、ＩＴを活用した業務の効率化などに伴う
人員削減させる余地はないか。

今以上に、財源（補助金等、受益者負担など）を
確保する余地はないか。

今以上に、成果を向上させる余地はないか。

②事務改善　評価点数の合計 16 ／２０

ある ない

ある ない

ある ない

ある ない

A
A

橋梁パトロール点検の実施
橋梁の改良・補修の実施

R3方向性⇒ 維持

橋梁点検に基づく橋梁の改良・補修を実施した。

取
組
内
容

R2
年
度
の
実
績

特になし

R2年度実績とR3年度の経過を踏まえた課題

特になし

実績と課題を踏まえたR4年度の変更点

R4方向性⇒ 維持

今
年
度

来
年
度
へ
向
け
て

12 ページ



令和３年度　事務事業調書（評価対象事業） 2021基準年度： 529

農業用用排水路や農道、集落道の整備を民間業者に発注している。

指標名 単位 年度

土地改良事業（県補助）

開始年度 0 終了年度 9999

土地改良法

目的 用排水路等の生産基盤整備により、農用地利用の高度化および農業経営の安定化を促進する。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
）

R3年度
事業名

部署名 土木課

集落基盤整備事業
　農業用用排水路や農道、集落道等の改良工事を行う。（国：50％、県：20％、市：5～30％、地元：25～0％）
県単土地改良事業
　農業用用排水路や農道等の小規模な整備工事を行う。（国：－、県：50％、市：30～50％、地元：20～0％）

概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

活動指標

民間等委託（一部）現在

指標名 単位 年度
成果指標

総合戦略
体系　

前年度
ランク
B、Ｃの
理由

ランク A A A

154 魅力ある雇用の創出 楽しくてもうかる農業経営の確立 農業基盤の整備促進

20222021202020192018

20222021202020192018

土地改良事業（県補助）R2年度
事業名

特になしコロナ対応
の取組

※設定困難 目標値

実績値

事業実施箇所数 箇所 目標値 108 14 15 9

計算
根拠

実施箇所数

実績値 24 15 15
達成率 300 107 100
実数値

13 ページ



令和３年度　事務事業調書（評価対象事業） 2021基準年度： 529

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
）

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

会計

事業タイ

経費区分

タ
イ
プ

一般会計

補助（県）事業

普通建設事業費決算額

229,765
事
業
費

137,000予算額

229,765

【単位：千円】

166,565

198,905182,330

121,932

183,338

区分

167,623

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間

2.4

0

0

事
業
要
員

6 1 6１

２

４

203 土地改良事業費（県補助） 137,000 137,000

款 項 目 事業 Ｒ3年度事業名 予算書額 うち事業額（千円）

土地改良事業（県補助）負担金 3,600１

２ 農村総合整備事業負担金 12,480

Ｒ3年度補助金等名称 金額（千円）

３ 県単土地改良事業費補助金 18,500

137,000

４ 集落基盤整備事業費補助金 70,000

５以降

５以降 農業基盤整備事業債 29,600

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

３
歳
出
予
算

No

合計

No

補
助
金
等

134,180合計

2017 2018 2019 2020 2021

取組選択
年度

実施状況

不可能不可能

未実施未実施

不可能 不可能

未実施 未実施

不可能

未実施

【提案型市民主役事業実施】 R3年度
事業名

市民主役事業にかかる額（単位千円）：

【単位：千円】

取組可能な事業の詳細⇒

R4年度
事業名

市民主役事業にかかる額（単位千円）： 0

20222021202020192018

法令により実施することが義務づけられているか。
（評価１いいえ・２はい）

行政が実施すべき事業か。
（評価１必要なし～５必ず実施すべき）

住民等のニーズはあるか。
（評価１ニーズなし～５十分にニーズあり）

国・県または民間のサービスと競合している事業がある。
（評価１はい・２いいえ）

事務事業の中で、目的や概要が類似する事務事業がある。
（評価１はい・２いいえ）

①必要性　評価点数の合計 15 ／１６

いいえ はい

１ ２ ３ ４ ５

１ ２ ３ ４ ５

はい いいえ

はい いいえ

有
効
性

効
率
性

今以上に、コスト削減させる余地はないか。

今以上に、ＩＴを活用した業務の効率化などに伴う
人員削減させる余地はないか。

今以上に、財源（補助金等、受益者負担など）を
確保する余地はないか。

今以上に、成果を向上させる余地はないか。

②事務改善　評価点数の合計 16 ／２０

ある ない

ある ない

ある ない

ある ない

A
A

国土強靭化対策として老朽化した農業用施設の改修を行い、維持管理費の軽減による農業経営の安定化を図る。
・集落基盤整備事業については、R1～R5の間で、事業費および施工地区の平準化を図りながら事業を実施する。
・県単土地改良事業については、緊急性や必要性などを十分考慮し事業を実施する。

R3方向性⇒ 維持

・集落基盤整備事業　鯖江第2地区　舟枝他8地区（繰越除く）
・県単土地改良事業　杉本地区他7地区

取
組
内
容

R2
年
度
の
実
績

特になし

R2年度実績とR3年度の経過を踏まえた課題

特になし

実績と課題を踏まえたR4年度の変更点

R4方向性⇒ 維持

今
年
度

来
年
度
へ
向
け
て

14 ページ



令和３年度　事務事業調書（評価対象事業） 2021基準年度： 535

農業用用排水路や農道の整備等を民間業者に発注している。

指標名 単位 年度

土地改良事業（単独）

開始年度 0 終了年度 9999
目的 農道、用排水路等の生産基盤整備により、農用地利用の高度化および農業経営の安定化を促進する。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
）

R3年度
事業名

部署名 土木課

市内一円における農道や用排水路等の農業用施設のうち、小規模で緊急を要する整備修繕　（地元：30～40%）を行う。概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

活動指標

民間等委託（一部）現在

指標名 単位 年度
成果指標

総合戦略
体系　

前年度
ランク
B、Ｃの
理由

ランク A A A

154 魅力ある雇用の創出 楽しくてもうかる農業経営の確立 農業基盤の整備促進

20222021202020192018

20222021202020192018

土地改良事業（単独）R2年度
事業名

特になしコロナ対応
の取組

※設定困難 目標値

実績値

事業実施箇所数 箇所 目標値 815 13 8 8

計算
根拠

実施箇所数

実績値 19 15 21
達成率 126.6 115.3 262.5
実数値
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令和３年度　事務事業調書（評価対象事業） 2021基準年度： 535

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
）

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

会計

事業タイ

経費区分

タ
イ
プ

一般会計

単独事業

普通建設事業費決算額

10,400
事
業
費

6,500予算額

10,083

【単位：千円】

16,428

15,20019,400

14,225

15,700

区分

12,801

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間

0.2

0

事
業
要
員

6 1 6１

２

４

204 土地改良事業費（単独） 6,500 6,500

款 項 目 事業 Ｒ3年度事業名 予算書額 うち事業額（千円）

土地改良事業（単独）負担金 1,050１

２ 農業基盤整備事業債 3,100

Ｒ3年度補助金等名称 金額（千円）

３

6,500

４

５以降

５以降

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

３
歳
出
予
算

No

合計

No

補
助
金
等

4,150合計

2017 2018 2019 2020 2021

取組選択
年度

実施状況

不可能不可能

未実施未実施

不可能 不可能

未実施 未実施

不可能

未実施

【提案型市民主役事業実施】 R3年度
事業名

市民主役事業にかかる額（単位千円）：

【単位：千円】

取組可能な事業の詳細⇒

R4年度
事業名

市民主役事業にかかる額（単位千円）： 0

20222021202020192018

法令により実施することが義務づけられているか。
（評価１いいえ・２はい）

行政が実施すべき事業か。
（評価１必要なし～５必ず実施すべき）

住民等のニーズはあるか。
（評価１ニーズなし～５十分にニーズあり）

国・県または民間のサービスと競合している事業がある。
（評価１はい・２いいえ）

事務事業の中で、目的や概要が類似する事務事業がある。
（評価１はい・２いいえ）

①必要性　評価点数の合計 14 ／１６

いいえ はい

１ ２ ３ ４ ５

１ ２ ３ ４ ５

はい いいえ

はい いいえ

有
効
性

効
率
性

今以上に、コスト削減させる余地はないか。

今以上に、ＩＴを活用した業務の効率化などに伴う
人員削減させる余地はないか。

今以上に、財源（補助金等、受益者負担など）を
確保する余地はないか。

今以上に、成果を向上させる余地はないか。

②事務改善　評価点数の合計 16 ／２０

ある ない

ある ない

ある ない

ある ない

A
A

土地改良区からの要望に対し、農業用施設（用排水路、揚水機場等）緊急性の高いものから順に工事や修繕を行う。

R3方向性⇒ 維持

・市単土地改良事業（工事）大野町他10地区
・市単土地改良事業（修繕）小黒町３丁目他9地区

取
組
内
容

R2
年
度
の
実
績

特になし

R2年度実績とR3年度の経過を踏まえた課題

特になし

実績と課題を踏まえたR4年度の変更点

R4方向性⇒ 維持

今
年
度

来
年
度
へ
向
け
て
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令和３年度　事務事業調書（評価対象事業） 2021基準年度： 544

設計業務の一部委託および水路工事を民間業者に発注している。

指標名 単位 年度

生活排水路整備事業

開始年度 0 終了年度 9999
目的 浸水被害等を軽減し、市民の安全と生活環境の保全を図る。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
）

R3年度
事業名

部署名 土木課

市が管理する生活排水路について、流下機能の強化など改良を行う。概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

活動指標

民間等委託（一部）現在

指標名 単位 年度
成果指標

総合戦略
体系　

前年度
ランク
B、Ｃの
理由

ランク A A A

447 安心で快適に暮らせるまちの創造 環境にやさしい魅力的なまち 道路・河川・公園の保全

20222021202020192018

20222021202020192018

生活排水路整備事業R2年度
事業名

特になしコロナ対応
の取組

※設定困難 目標値

実績値

治水や環境保全のため緊急を要する工事・補修箇所数 箇所 目標値 55 5 5 5

計算
根拠

水路整備箇所数

実績値 6 12 12
達成率 120 240 240
実数値
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令和３年度　事務事業調書（評価対象事業） 2021基準年度： 544

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
）

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

会計

事業タイ

経費区分

タ
イ
プ

一般会計

単独事業

普通建設事業費決算額

11,200
事
業
費

10,000予算額

11,198

【単位：千円】

10,163

11,78110,700

11,781

10,280

区分

10,280

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間

0.2

0

事
業
要
員

8 3 3１

２

４

201 河川水路整備事業費（単独） 10,280 10,000

款 項 目 事業 Ｒ3年度事業名 予算書額 うち事業額（千円）

１

２

Ｒ3年度補助金等名称 金額（千円）

３

10,000

４

５以降

５以降

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

３
歳
出
予
算

No

合計

No

補
助
金
等

0合計

2017 2018 2019 2020 2021

取組選択
年度

実施状況

不可能不可能

未実施未実施

不可能 不可能

未実施 未実施

不可能

未実施

【提案型市民主役事業実施】 R3年度
事業名

市民主役事業にかかる額（単位千円）：

【単位：千円】

取組可能な事業の詳細⇒

R4年度
事業名

市民主役事業にかかる額（単位千円）： 0

20222021202020192018

法令により実施することが義務づけられているか。
（評価１いいえ・２はい）

行政が実施すべき事業か。
（評価１必要なし～５必ず実施すべき）

住民等のニーズはあるか。
（評価１ニーズなし～５十分にニーズあり）

国・県または民間のサービスと競合している事業がある。
（評価１はい・２いいえ）

事務事業の中で、目的や概要が類似する事務事業がある。
（評価１はい・２いいえ）

①必要性　評価点数の合計 15 ／１６

いいえ はい

１ ２ ３ ４ ５

１ ２ ３ ４ ５

はい いいえ

はい いいえ

有
効
性

効
率
性

今以上に、コスト削減させる余地はないか。

今以上に、ＩＴを活用した業務の効率化などに伴う
人員削減させる余地はないか。

今以上に、財源（補助金等、受益者負担など）を
確保する余地はないか。

今以上に、成果を向上させる余地はないか。

②事務改善　評価点数の合計 13 ／２０

ある ない

ある ない

ある ない

ある ない

A
A

生活排水路等の改修工事を実施する。

R3方向性⇒ 維持

生活排水路等の改修工事を実施した。

取
組
内
容

R2
年
度
の
実
績

これまで、主に市道以外の市が管理する小河川や生活排水路（土水路）において、浸水被害を軽減させるため流下機能の強化を行ってきたが、近年の短時間集中
豪雨により、古くに整備した既設生活排水路も断面不足が原因により溢水被害が各地で発生している。

R2年度実績とR3年度の経過を踏まえた課題

今後は、古くに整備された既設生活排水路の改修も加え、溢水対策の工事を実施していきたい。

実績と課題を踏まえたR4年度の変更点

R4方向性⇒ 維持

今
年
度

来
年
度
へ
向
け
て
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令和３年度　事務事業調書（評価対象事業） 2021基準年度： 882

設計業務の一部委託および消雪工事を民間業者に発注している。

指標名 単位 年度

道路消雪事業

開始年度 0 終了年度 9999
目的 冬期間の、通勤通学路の安全確保および円滑な道路交通を確保する。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
）

R3年度
事業名

部署名 土木課

市道において消雪施設の整備を行う。概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

活動指標

民間等委託（一部）現在

指標名 単位 年度
成果指標

総合戦略
体系　

前年度
ランク
B、Ｃの
理由

ランク A A A

447 安心で快適に暮らせるまちの創造 環境にやさしい魅力的なまち 道路・河川・公園の保全

20222021202020192018

20222021202020192018

道路消雪事業R2年度
事業名

特になしコロナ対応
の取組

※設定困難 目標値

実績値

道路消雪実施路線数 路線 目標値 41 1 1 1

計算
根拠

実績値 6 7 7
達成率 600 700 700
実数値
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令和３年度　事務事業調書（評価対象事業） 2021基準年度： 882

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
）

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

会計

事業タイ

経費区分

タ
イ
プ

一般会計

交付金事業

普通建設事業費決算額

36,978
事
業
費

152,000予算額

36,978

【単位：千円】

92,706

184,92592,706

184,925

163,318

区分

163,318

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間

0.75

0

事
業
要
員

8 2 3１

２

４

203 社会資本整備総合交付金事業費 293,780 50,000

8 2 3 754 社会資本整備総合交付金事業費（明許繰越分） 0 8,000

8 2 3 753 地域再生道路整備事業費（明許繰越分） 0 44,000

款 項 目 事業 Ｒ3年度事業名 予算書額 うち事業額（千円）

道整備交付金 47,000１

２ 社会資本整備総合交付金 34,800

Ｒ3年度補助金等名称 金額（千円）

３

152,000

４

５以降

５以降

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

50,00070,980地域再生道路整備事業費202328３
歳
出
予
算

No

合計

No

補
助
金
等

81,800合計

2017 2018 2019 2020 2021

取組選択
年度

実施状況

不可能不可能

未実施未実施

不可能 不可能

未実施 未実施

不可能

未実施

【提案型市民主役事業実施】 R3年度
事業名

市民主役事業にかかる額（単位千円）：

【単位：千円】

取組可能な事業の詳細⇒

R4年度
事業名

市民主役事業にかかる額（単位千円）： 0

20222021202020192018

法令により実施することが義務づけられているか。
（評価１いいえ・２はい）

行政が実施すべき事業か。
（評価１必要なし～５必ず実施すべき）

住民等のニーズはあるか。
（評価１ニーズなし～５十分にニーズあり）

国・県または民間のサービスと競合している事業がある。
（評価１はい・２いいえ）

事務事業の中で、目的や概要が類似する事務事業がある。
（評価１はい・２いいえ）

①必要性　評価点数の合計 15 ／１６

いいえ はい

１ ２ ３ ４ ５

１ ２ ３ ４ ５

はい いいえ

はい いいえ

有
効
性

効
率
性

今以上に、コスト削減させる余地はないか。

今以上に、ＩＴを活用した業務の効率化などに伴う
人員削減させる余地はないか。

今以上に、財源（補助金等、受益者負担など）を
確保する余地はないか。

今以上に、成果を向上させる余地はないか。

②事務改善　評価点数の合計 16 ／２０

ある ない

ある ない

ある ない

ある ない

A
A

国土強靭化の対策として消雪施設の整備を実施する。
・鯖江駅北線
・北鯖江線
・北鯖江定次線
・吉江団地４号線

R3方向性⇒ 維持

国土強靭化の対策として消雪施設の整備を７路線実施した。

取
組
内
容

R2
年
度
の
実
績

各地区区長から消雪施設について多数要望を受けているが、まずは幹線道路や通学路などの優先に基づく消雪施設整備を実施する必要がある。

R2年度実績とR3年度の経過を踏まえた課題

Ｒ４年度から新規３路線の幹線道路の消雪整備事業化を目指す。
・嶺北参道線（一部丸山北野線）
・糺ニュータウン線
・河和田莇生田線

実績と課題を踏まえたR4年度の変更点

R4方向性⇒ 維持

今
年
度

来
年
度
へ
向
け
て
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令和３年度　事務事業調書（評価対象事業） 2021基準年度： 910

設計業務の一部委託

指標名 単位 年度

幹線道路整備事業

開始年度 0 終了年度 9999

道路法

目的 老朽化の著しい幹線道路(都市計画道路)の改修を行い、安全で快適な通行を確保する。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
）

R3年度
事業名

部署名 土木課

幹線道路の舗装改良や歩道の段差解消の工事を行う。概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

活動指標

民間等委託（一部）現在

指標名 単位 年度
成果指標

総合戦略
体系　

前年度
ランク
B、Ｃの
理由

ランク A A A

447 安心で快適に暮らせるまちの創造 環境にやさしい魅力的なまち 道路・河川・公園の保全

20222021202020192018

20222021202020192018

幹線道路整備事業R2年度
事業名

特になしコロナ対応
の取組

※設定困難 目標値

実績値

幹線道路改良路線数 路線 目標値 41 1 3 4

計算
根拠

実績値 3 3 3
達成率 300 300 100
実数値
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令和３年度　事務事業調書（評価対象事業） 2021基準年度： 910

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
）

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

会計

事業タイ

経費区分

タ
イ
プ

一般会計

交付金事業

普通建設事業費決算額

39,291
事
業
費

85,000予算額

39,291

【単位：千円】

34,745

54,16534,745

54,165

106,553

区分

106,553

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間

0.2

0

事
業
要
員

8 2 3１

２

４

203 社会資本整備総合交付金事業費 293,780 35,000

8 2 3 754 社会資本整備総合交付金事業費（明許繰越分） 0 50,000

款 項 目 事業 Ｒ3年度事業名 予算書額 うち事業額（千円）

社会資本整備総合交付金 42,500１

２

Ｒ3年度補助金等名称 金額（千円）

３

85,000

４

５以降

５以降

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

３
歳
出
予
算

No

合計

No

補
助
金
等

42,500合計

2017 2018 2019 2020 2021

取組選択
年度

実施状況

不可能不可能

未実施未実施

不可能 不可能

未実施 未実施

不可能

未実施

【提案型市民主役事業実施】 R3年度
事業名

市民主役事業にかかる額（単位千円）：

【単位：千円】

取組可能な事業の詳細⇒

R4年度
事業名

市民主役事業にかかる額（単位千円）： 0

20222021202020192018

法令により実施することが義務づけられているか。
（評価１いいえ・２はい）

行政が実施すべき事業か。
（評価１必要なし～５必ず実施すべき）

住民等のニーズはあるか。
（評価１ニーズなし～５十分にニーズあり）

国・県または民間のサービスと競合している事業がある。
（評価１はい・２いいえ）

事務事業の中で、目的や概要が類似する事務事業がある。
（評価１はい・２いいえ）

①必要性　評価点数の合計 16 ／１６

いいえ はい

１ ２ ３ ４ ５

１ ２ ３ ４ ５

はい いいえ

はい いいえ

有
効
性

効
率
性

今以上に、コスト削減させる余地はないか。

今以上に、ＩＴを活用した業務の効率化などに伴う
人員削減させる余地はないか。

今以上に、財源（補助金等、受益者負担など）を
確保する余地はないか。

今以上に、成果を向上させる余地はないか。

②事務改善　評価点数の合計 16 ／２０

ある ない

ある ない

ある ない

ある ない

A
A

国土強靭化の対策として幹線道路の道路改良工事を行う
・長泉寺山トンネル線
・鯖江河和田線
・鯖江駅北線
・有定鳥羽線

R3方向性⇒ 維持

国土強靭化の対策として幹線道路３路線の道路改良工事を実施した。

取
組
内
容

R2
年
度
の
実
績

特になし

R2年度実績とR3年度の経過を踏まえた課題

Ｒ４に取組む４路線の幹線道路の改良工事
・鯖江駅北線
・長泉寺山トンネル線
・駅前線
・染東線

実績と課題を踏まえたR4年度の変更点

R4方向性⇒ 維持

今
年
度

来
年
度
へ
向
け
て
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令和３年度　事務事業調書（評価対象事業） 2021基準年度： 1063

松くい虫の被害調査や伐倒駆除を森林組合に発注している。

指標名 単位 年度

松くい虫被害総合対策事業

開始年度 0 終了年度 9999
目的 松くい虫被害対策を計画的かつ総合的に実施してその蔓延を防止することにより松林を保全する。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
）

R3年度
事業名

部署名 土木課

被害調査（県：1／2、市：1／2）、高度公益（県：3/4、市：1/4）、地区保全（県：1/2、市：1/2）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

活動指標

民間等委託（全部）現在

指標名 単位 年度
成果指標

総合戦略
体系　

前年度
ランク
B、Ｃの
理由

ランク A A A

436 安心で快適に暮らせるまちの創造 強靭で安全・安心なまち 公共インフラの長寿命化

20222021202020192018

20222021202020192018

松くい虫被害総合対策事業R2年度
事業名

特になしコロナ対応
の取組

※設定困難 目標値

実績値

事業実施集落数 集落 目標値 11 1 1 1

計算
根拠

実施集落数

実績値 4 2 1
達成率 400 200 100
実数値

23 ページ



令和３年度　事務事業調書（評価対象事業） 2021基準年度： 1063

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
）

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

会計

事業タイ

経費区分

タ
イ
プ

一般会計

補助（県）事業

物件費決算額

1,160
事
業
費

729予算額

1,052

【単位：千円】

1,023

1,0251,160

860

868

区分

861

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間

0.1

0

事
業
要
員

6 2 1１

２

４

601 森林病害虫対策事業費 729 729

款 項 目 事業 Ｒ3年度事業名 予算書額 うち事業額（千円）

森林病害虫対策事業費補助金 381１

２

Ｒ3年度補助金等名称 金額（千円）

３

729

４

５以降

５以降

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

３
歳
出
予
算

No

合計

No

補
助
金
等

381合計

2017 2018 2019 2020 2021

取組選択
年度

実施状況

不可能不可能

未実施未実施

不可能 不可能

未実施 未実施

不可能

未実施

【提案型市民主役事業実施】 R3年度
事業名

市民主役事業にかかる額（単位千円）：

【単位：千円】

取組可能な事業の詳細⇒

R4年度
事業名

市民主役事業にかかる額（単位千円）： 0

20222021202020192018

法令により実施することが義務づけられているか。
（評価１いいえ・２はい）

行政が実施すべき事業か。
（評価１必要なし～５必ず実施すべき）

住民等のニーズはあるか。
（評価１ニーズなし～５十分にニーズあり）

国・県または民間のサービスと競合している事業がある。
（評価１はい・２いいえ）

事務事業の中で、目的や概要が類似する事務事業がある。
（評価１はい・２いいえ）

①必要性　評価点数の合計 14 ／１６

いいえ はい

１ ２ ３ ４ ５

１ ２ ３ ４ ５

はい いいえ

はい いいえ

有
効
性

効
率
性

今以上に、コスト削減させる余地はないか。

今以上に、ＩＴを活用した業務の効率化などに伴う
人員削減させる余地はないか。

今以上に、財源（補助金等、受益者負担など）を
確保する余地はないか。

今以上に、成果を向上させる余地はないか。

②事務改善　評価点数の合計 16 ／２０

ある ない

ある ない

ある ない

ある ない

A
A

特に松くい虫の被害の大きい河和田地区（尾花町）を中心に、病害虫の拡散を防止するため、松くい虫被害調査、伐倒駆除等について継続的に実施する。

R3方向性⇒ 維持

尾花町の山林において伐倒駆除35m3を行った。

取
組
内
容

R2
年
度
の
実
績

特になし

R2年度実績とR3年度の経過を踏まえた課題

特になし

実績と課題を踏まえたR4年度の変更点

R4方向性⇒ 維持

今
年
度

来
年
度
へ
向
け
て
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令和３年度　事務事業調書（評価対象事業） 2021基準年度： 1131

越前福井森林組合に補助金等を交付して、適切な森林整備を図っている。

指標名 単位 年度

作業路開設調査事業補助金

開始年度 1997 終了年度 9999
目的 森林整備の促進を図るため作業路調査を行い森林の健全育成に努める。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
）

R3年度
事業名

部署名 土木課

越前福井森林組合が作業路を開設する前に実施する地籍調査・現地調査（調査に伴う伐開）・測量に対し補助金を交付する。（負担割合：市1/2以内）概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

活動指標

補助金等交付現在

指標名 単位 年度
成果指標

総合戦略
体系　

前年度
ランク
B、Ｃの
理由

南越森林組合ほか３森林組合が、越前福井森林組合に合併したことに伴い、事業の見直しを行ったため。

ランク C C C

436 安心で快適に暮らせるまちの創造 強靭で安全・安心なまち 公共インフラの長寿命化

20222021202020192018

20222021202020192018

作業路開設調査事業補助金R2年度
事業名

特になしコロナ対応
の取組

※設定困難 目標値

実績値

作業路調査延長 ｍ 目標値 20006,000 4,000 2,000 2000

計算
根拠

作業路調査延長

実績値 2,196 1060 0
達成率 37 27 0
実数値
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令和３年度　事務事業調書（評価対象事業） 2021基準年度： 1131

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
）

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

会計

事業タイ

経費区分

タ
イ
プ

一般会計

単独事業

補助費等決算額

3,150
事
業
費

900予算額

3,150

【単位：千円】

1,712

9002,700

477

900

区分

0

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間

0.1

0

事
業
要
員

6 2 1１

２

４

605 森林組合補助金 2,143 900

款 項 目 事業 Ｒ3年度事業名 予算書額 うち事業額（千円）

１

２

Ｒ3年度補助金等名称 金額（千円）

３

900

４

５以降

５以降

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

３
歳
出
予
算

No

合計

No

補
助
金
等

0合計

2017 2018 2019 2020 2021

取組選択
年度

実施状況

不可能不可能

未実施未実施

不可能 不可能

未実施 未実施

不可能

未実施

【提案型市民主役事業実施】 R3年度
事業名

市民主役事業にかかる額（単位千円）：

【単位：千円】

取組可能な事業の詳細⇒

R4年度
事業名

市民主役事業にかかる額（単位千円）： 0

20222021202020192018

法令により実施することが義務づけられているか。
（評価１いいえ・２はい）

行政が実施すべき事業か。
（評価１必要なし～５必ず実施すべき）

住民等のニーズはあるか。
（評価１ニーズなし～５十分にニーズあり）

国・県または民間のサービスと競合している事業がある。
（評価１はい・２いいえ）

事務事業の中で、目的や概要が類似する事務事業がある。
（評価１はい・２いいえ）

①必要性　評価点数の合計 13 ／１６

いいえ はい

１ ２ ３ ４ ５

１ ２ ３ ４ ５

はい いいえ

はい いいえ

有
効
性

効
率
性

今以上に、コスト削減させる余地はないか。

今以上に、ＩＴを活用した業務の効率化などに伴う
人員削減させる余地はないか。

今以上に、財源（補助金等、受益者負担など）を
確保する余地はないか。

今以上に、成果を向上させる余地はないか。

②事務改善　評価点数の合計 16 ／２０

ある ない

ある ない

ある ない

ある ない

A
A

森林の健全育成管理を図るため、除間伐、枝打ち、造林等、森林整備のための作業路開設調査費に対し補助する。

R3方向性⇒ 維持

なし

取
組
内
容

R2
年
度
の
実
績

特になし

R2年度実績とR3年度の経過を踏まえた課題

特になし

実績と課題を踏まえたR4年度の変更点

R4方向性⇒ 維持

今
年
度

来
年
度
へ
向
け
て
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令和３年度　事務事業調書（評価対象事業） 2021基準年度： 1133

越前福井森林組合に補助金等を交付して、適切な森林整備を図っている。

指標名 単位 年度

間伐材等有効利用促進事業補助金

開始年度 1996 終了年度 9999
目的 間伐材の搬出・運搬に係る経費を助成することにより、森林整備の推進、間伐材の利活用の促進を図るとともに、森林所有者の森林管理意欲の喚起および森

林の持つ多様な機能の高度発揮に資する。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
）

R3年度
事業名

部署名 土木課

間伐材利用搬出促進事業の事業実施主体である越前福井森林組合に、間伐材の搬出・運搬に対し補助金を交付する。（搬出した間伐材の材積に対して補助
する。）　鯖江市1,700円／m3＜参考　補助：県1,700円／m3＞

概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

活動指標

補助金等交付現在

指標名 単位 年度
成果指標

総合戦略
体系　

前年度
ランク
B、Ｃの
理由

南越森林組合ほか３森林組合が、越前福井森林組合に合併したことに伴い、事業の見直しを行ったため。

ランク A A C

436 安心で快適に暮らせるまちの創造 強靭で安全・安心なまち 公共インフラの長寿命化

20222021202020192018

20222021202020192018

間伐材等有効利用促進事業補助金R2年度
事業名

特になしコロナ対応
の取組

※設定困難 目標値

実績値

事業実績（量） ㎥ 目標値 6001,000 330 600 300

計算
根拠

間伐材搬出量

実績値 970 332 84
達成率 97 100 14
実数値

27 ページ



令和３年度　事務事業調書（評価対象事業） 2021基準年度： 1133

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
）

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

会計

事業タイ

経費区分

タ
イ
プ

一般会計

単独事業

補助費等決算額

561
事
業
費

1,020予算額

561

【単位：千円】

1,649

5611,649

561

1,020

区分

142

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間

0.1

0

事
業
要
員

6 2 1１

２

４

605 森林組合補助金 2,143 1,020

款 項 目 事業 Ｒ3年度事業名 予算書額 うち事業額（千円）

１

２

Ｒ3年度補助金等名称 金額（千円）

３

1,020

４

５以降

５以降

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

３
歳
出
予
算

No

合計

No

補
助
金
等

0合計

2017 2018 2019 2020 2021

取組選択
年度

実施状況

不可能不可能

未実施未実施

不可能 不可能

未実施 未実施

不可能

未実施

【提案型市民主役事業実施】 R3年度
事業名

市民主役事業にかかる額（単位千円）：

【単位：千円】

取組可能な事業の詳細⇒

R4年度
事業名

市民主役事業にかかる額（単位千円）： 0

20222021202020192018

法令により実施することが義務づけられているか。
（評価１いいえ・２はい）

行政が実施すべき事業か。
（評価１必要なし～５必ず実施すべき）

住民等のニーズはあるか。
（評価１ニーズなし～５十分にニーズあり）

国・県または民間のサービスと競合している事業がある。
（評価１はい・２いいえ）

事務事業の中で、目的や概要が類似する事務事業がある。
（評価１はい・２いいえ）

①必要性　評価点数の合計 13 ／１６

いいえ はい

１ ２ ３ ４ ５

１ ２ ３ ４ ５

はい いいえ

はい いいえ

有
効
性

効
率
性

今以上に、コスト削減させる余地はないか。

今以上に、ＩＴを活用した業務の効率化などに伴う
人員削減させる余地はないか。

今以上に、財源（補助金等、受益者負担など）を
確保する余地はないか。

今以上に、成果を向上させる余地はないか。

②事務改善　評価点数の合計 16 ／２０

ある ない

ある ない

ある ない

ある ない

A
A

間伐材の利活用の促進を図るため、越前福井森林組合が集団的に行う間伐材搬出費用に対し補助する。

R3方向性⇒ 維持

間伐材84m3の搬出を行った。

取
組
内
容

R2
年
度
の
実
績

特になし

R2年度実績とR3年度の経過を踏まえた課題

特になし

実績と課題を踏まえたR4年度の変更点

R4方向性⇒ 維持

今
年
度

来
年
度
へ
向
け
て
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令和３年度　事務事業調書（評価対象事業） 2021基準年度： 1153

土地改良協会へ補助金を交付

指標名 単位 年度

土地改良協会運営補助事業

開始年度 0 終了年度 9999
目的 鯖江市管内の土地改良区相互の連携を図り、土地改良事業等を円滑に推進する。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
）

R3年度
事業名

部署名 土木課

土地改良協会の運営事業に対して補助を行う。概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

活動指標

補助金等交付現在

指標名 単位 年度
成果指標

総合戦略
体系　

前年度
ランク
B、Ｃの
理由

コロナ禍により、予定していた先進地視察が中止となったため。

ランク A A -

154 魅力ある雇用の創出 楽しくてもうかる農業経営の確立 農業基盤の整備促進

20222021202020192018

20222021202020192018

土地改良協会運営補助事業R2年度
事業名

Ｒ２年度、Ｒ３年度予定していた各土地改良区を対象とした先進地視察を中止とした。Ｒ４年度も同様な状況であれば中止を検討する。コロナ対応
の取組

※設定困難 目標値

実績値

補助土地改良区数 土地改良
区

目標値 1111 11 11 11

計算
根拠

土地改良区数

実績値 11 11 -
達成率 100 100 -
実数値
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令和３年度　事務事業調書（評価対象事業） 2021基準年度： 1153

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
）

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

会計

事業タイ

経費区分

タ
イ
プ

一般会計

単独事業

補助費等決算額

200
事
業
費

180予算額

200

【単位：千円】

200

200200

200

200

区分

0

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間

0.01

0

事
業
要
員

6 1 6１

２

４

606 土地改良協会等補助金 1,800 180

款 項 目 事業 Ｒ3年度事業名 予算書額 うち事業額（千円）

１

２

Ｒ3年度補助金等名称 金額（千円）

３

180

４

５以降

５以降

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

３
歳
出
予
算

No

合計

No

補
助
金
等

0合計

2017 2018 2019 2020 2021

取組選択
年度

実施状況

不可能不可能

未実施未実施

不可能 不可能

未実施 未実施

不可能

未実施

【提案型市民主役事業実施】 R3年度
事業名

市民主役事業にかかる額（単位千円）：

【単位：千円】

取組可能な事業の詳細⇒

R4年度
事業名

市民主役事業にかかる額（単位千円）： 0

20222021202020192018

法令により実施することが義務づけられているか。
（評価１いいえ・２はい）

行政が実施すべき事業か。
（評価１必要なし～５必ず実施すべき）

住民等のニーズはあるか。
（評価１ニーズなし～５十分にニーズあり）

国・県または民間のサービスと競合している事業がある。
（評価１はい・２いいえ）

事務事業の中で、目的や概要が類似する事務事業がある。
（評価１はい・２いいえ）

①必要性　評価点数の合計 13 ／１６

いいえ はい

１ ２ ３ ４ ５

１ ２ ３ ４ ５

はい いいえ

はい いいえ

有
効
性

効
率
性

今以上に、コスト削減させる余地はないか。

今以上に、ＩＴを活用した業務の効率化などに伴う
人員削減させる余地はないか。

今以上に、財源（補助金等、受益者負担など）を
確保する余地はないか。

今以上に、成果を向上させる余地はないか。

②事務改善　評価点数の合計 16 ／２０

ある ない

ある ない

ある ない

ある ない

A
A

土地改良区相互の連携および協力、また、土地改良事業の円滑な推進が図れるよう組織体制を維持するために土地改良協会に対し、運営費に対し補助する。
・鯖江市管内の11土地改良区

R3方向性⇒ 維持

なし

取
組
内
容

R2
年
度
の
実
績

特になし

R2年度実績とR3年度の経過を踏まえた課題

特になし

実績と課題を踏まえたR4年度の変更点

R4方向性⇒ 維持

今
年
度

来
年
度
へ
向
け
て
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令和３年度　事務事業調書（評価対象事業） 2021基準年度： 1154

事務の効率化・低コスト化を図るため、土地改良区を連携させ、土地改良事業等が円滑
に推進できる組織にするため、運営事業の補助を行う。

指標名 単位 年度

土地改良区合同事務所運営補助事業

開始年度 0 終了年度 9999
目的 事務の効率化・低コスト化を図るため、土地改良区を連携させ、土地改良事業等が円滑に推進できる組織にする。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
）

R3年度
事業名

部署名 土木課

土地改良区合同事務所の運営事業に対して補助を行う。概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

活動指標

民間等委託（全部）現在

指標名 単位 年度
成果指標

総合戦略
体系　

前年度
ランク
B、Ｃの
理由

ランク A A A

154 魅力ある雇用の創出 楽しくてもうかる農業経営の確立 農業基盤の整備促進

20222021202020192018

20222021202020192018

土地改良区合同事務所運営補助事業R2年度
事業名

特になしコロナ対応
の取組

※設定困難 目標値

実績値

合同事務所利用土地改良区数 土地改良
区

目標値 1010 10 10 10

計算
根拠

土地改良区数

実績値 10 10 10
達成率 100 100 100
実数値
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Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
）

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

会計

事業タイ

経費区分

タ
イ
プ

一般会計

単独事業

補助費等決算額

1,800
事
業
費

1,620予算額

1,800

【単位：千円】

1,800

1,8001,800

1,800

1,800

区分

1,800

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間

0.01

0

事
業
要
員

6 1 6１

２

４

606 土地改良協会等補助金 1,800 1,620

款 項 目 事業 Ｒ3年度事業名 予算書額 うち事業額（千円）

１

２

Ｒ3年度補助金等名称 金額（千円）

３

1,620

４

５以降

５以降

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

３
歳
出
予
算

No

合計

No

補
助
金
等

0合計

2017 2018 2019 2020 2021

取組選択
年度

実施状況

不可能不可能

未実施未実施

不可能 不可能

未実施 未実施

不可能

未実施

【提案型市民主役事業実施】 R3年度
事業名

市民主役事業にかかる額（単位千円）：

【単位：千円】

取組可能な事業の詳細⇒

R4年度
事業名

市民主役事業にかかる額（単位千円）： 0

20222021202020192018

法令により実施することが義務づけられているか。
（評価１いいえ・２はい）

行政が実施すべき事業か。
（評価１必要なし～５必ず実施すべき）

住民等のニーズはあるか。
（評価１ニーズなし～５十分にニーズあり）

国・県または民間のサービスと競合している事業がある。
（評価１はい・２いいえ）

事務事業の中で、目的や概要が類似する事務事業がある。
（評価１はい・２いいえ）

①必要性　評価点数の合計 13 ／１６

いいえ はい

１ ２ ３ ４ ５

１ ２ ３ ４ ５

はい いいえ

はい いいえ

有
効
性

効
率
性

今以上に、コスト削減させる余地はないか。

今以上に、ＩＴを活用した業務の効率化などに伴う
人員削減させる余地はないか。

今以上に、財源（補助金等、受益者負担など）を
確保する余地はないか。

今以上に、成果を向上させる余地はないか。

②事務改善　評価点数の合計 16 ／２０

ある ない

ある ない

ある ない

ある ない

A
A

鯖江土地改良合同事務所が行う土地改良区間の連携や事業の効率化・低コスト化、土地改良事業等の円滑化をより一層推進するため、運営費に対し補助す
る。

R3方向性⇒ 維持

土地改良合同事務所に対し土地改良事業等の円滑化をより一層推進するため、運営費に対して補助を行った。

取
組
内
容

R2
年
度
の
実
績

特になし

R2年度実績とR3年度の経過を踏まえた課題

特になし

実績と課題を踏まえたR4年度の変更点

R4方向性⇒ 維持

今
年
度

来
年
度
へ
向
け
て
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林道愛護組合等に林道の維持管理の委託、砕石等原材料の支給を行う。

指標名 単位 年度

林道維持管理事業

開始年度 0 終了年度 9999
目的 林道の維持管理を行い、林業生産の維持および経営の安定を図る。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
）

R3年度
事業名

部署名 土木課

林道愛護組合等（上河内町・尾花町・沢町・椿坂・寺中町・上戸口町）に林道の維持管理の委託、砕石等原材料の支給を行う。概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

活動指標

民間等委託（一部）現在

指標名 単位 年度
成果指標

総合戦略
体系　

前年度
ランク
B、Ｃの
理由

ランク A A A

436 安心で快適に暮らせるまちの創造 強靭で安全・安心なまち 公共インフラの長寿命化

20222021202020192018

20222021202020192018

林道維持管理事業R2年度
事業名

特になしコロナ対応
の取組

維持管理路線 目標値 3535 35 35 35路線
実績値 35 35 35

事業実施距離 ㎞ 目標値 3535 35 35 35

計算
根拠

維持管理路線距離

実績値 35 35 35
達成率 100 100 100
実数値
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Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
）

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

会計

事業タイ

経費区分

タ
イ
プ

一般会計

単独事業

維持補修費決算額

670
事
業
費

674予算額

670

【単位：千円】

670

720720

720

720

区分

720

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間

0.1

0

事
業
要
員

6 2 1１

２

４

401 林道維持補修費 674 674

款 項 目 事業 Ｒ3年度事業名 予算書額 うち事業額（千円）

１

２

Ｒ3年度補助金等名称 金額（千円）

３

674

４

５以降

５以降

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

３
歳
出
予
算

No

合計

No

補
助
金
等

0合計

2017 2018 2019 2020 2021

取組選択
年度

実施状況

不可能不可能

未実施未実施

不可能 不可能

未実施 未実施

不可能

未実施

【提案型市民主役事業実施】 R3年度
事業名

市民主役事業にかかる額（単位千円）：

【単位：千円】

取組可能な事業の詳細⇒

R4年度
事業名

市民主役事業にかかる額（単位千円）： 0

20222021202020192018

法令により実施することが義務づけられているか。
（評価１いいえ・２はい）

行政が実施すべき事業か。
（評価１必要なし～５必ず実施すべき）

住民等のニーズはあるか。
（評価１ニーズなし～５十分にニーズあり）

国・県または民間のサービスと競合している事業がある。
（評価１はい・２いいえ）

事務事業の中で、目的や概要が類似する事務事業がある。
（評価１はい・２いいえ）

①必要性　評価点数の合計 14 ／１６

いいえ はい

１ ２ ３ ４ ５

１ ２ ３ ４ ５

はい いいえ

はい いいえ

有
効
性

効
率
性

今以上に、コスト削減させる余地はないか。

今以上に、ＩＴを活用した業務の効率化などに伴う
人員削減させる余地はないか。

今以上に、財源（補助金等、受益者負担など）を
確保する余地はないか。

今以上に、成果を向上させる余地はないか。

②事務改善　評価点数の合計 16 ／２０

ある ない

ある ない

ある ない

ある ない

A
A

林業生産の維持および経営の安定を図るため、林道愛護組合等（上河内町・尾花町・沢町・椿坂、寺中町・上戸口町）に林道の維持管理の委託、砕石等原材
料の支給を行う。

R3方向性⇒ 維持

林道愛護団体（6町内）へ林道の維持管理の委託および砕石等原材料の支給を行った。

取
組
内
容

R2
年
度
の
実
績

特になし

R2年度実績とR3年度の経過を踏まえた課題

特になし

実績と課題を踏まえたR4年度の変更点

R4方向性⇒ 維持

今
年
度

来
年
度
へ
向
け
て
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花苗や種子、肥料、除草剤、草刈機油、鎌、移植ごて、ゴミ袋、軍手、お茶等の購入費用
について５万円を限度として報償費を支給する。

指標名 単位 年度

道路河川環境美化（里親制度）事業

開始年度 2008 終了年度 9999
目的 市民の身近な公共物である道路の維持管理は、市の施策だけでは充分に行き届かず、雑草やごみなどにより道路環境の悪化につながることがあるため、近隣

に居住する市民団体等と協働しながら道路の環境美化および適正な維持管理を実施する。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
）

R3年度
事業名

部署名 土木課

里親（区長、集落の団体等）と市とが合意書を交わし、道路を管理してもらう制度で道路環境の美化を図る。
【里親の役割】　①空缶、吸殻等の散乱ごみの回収　②植樹桝の除草・水やり　③情報提供（道路の破損等）　④花苗の植栽等
【市の役割】　①市民総合賠償保険の加入　②里親名を記した表示板の設置　③花苗・肥料購入費等の一部助成

概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

活動指標

補助金等交付現在

指標名 単位 年度
成果指標

総合戦略
体系　

前年度
ランク
B、Ｃの
理由

里親登録制度について周知を図っているが、新規で活動を行いたい町内は頭打ちの状況であることから、令和3年度からは活動実績件数を
成果指標とする。

ランク C C C

446 安心で快適に暮らせるまちの創造 環境にやさしい魅力的なまち 美化活動の推進

20222021202020192018

20222021202020192018

道路河川環境美化（里親制度）事業R2年度
事業名

特になしコロナ対応
の取組

広報誌等による周知回数 目標値 192 2 2 19回
実績値 2 2 2

新規里親登録の申出に対する養子縁組数 件 目標値 -1 2 1 -

計算
根拠

新規里親登録申出数

実績値 0 1 0
達成率 0 50 0
実数値

里親制度登録町内における活動回数
※2021～

回 目標値 1919

計算
根拠

実績値

達成率

実数値
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Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
）

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

会計

事業タイ

経費区分

タ
イ
プ

一般会計

単独事業

物件費決算額

905
事
業
費

900予算額

905

【単位：千円】

727

930900

707

930

区分

643

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間

0.1

0

0

事
業
要
員

8 1 1１

２

４

201 土木管理事務諸経費 3,622 900

款 項 目 事業 Ｒ3年度事業名 予算書額 うち事業額（千円）

１

２

Ｒ3年度補助金等名称 金額（千円）

３

900

４

５以降

５以降

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

３
歳
出
予
算

No

合計

No

補
助
金
等

0合計

2017 2018 2019 2020 2021

取組選択
年度

実施状況

不可能可能

未実施未実施

可能 不可能

未実施 未実施

不可能

未実施

【提案型市民主役事業実施】 R3年度
事業名

市民主役事業にかかる額（単位千円）：

【単位：千円】

取組可能な事業の詳細⇒

R4年度
事業名

市民主役事業にかかる額（単位千円）： 0

20222021202020192018

法令により実施することが義務づけられているか。
（評価１いいえ・２はい）

行政が実施すべき事業か。
（評価１必要なし～５必ず実施すべき）

住民等のニーズはあるか。
（評価１ニーズなし～５十分にニーズあり）

国・県または民間のサービスと競合している事業がある。
（評価１はい・２いいえ）

事務事業の中で、目的や概要が類似する事務事業がある。
（評価１はい・２いいえ）

①必要性　評価点数の合計 13 ／１６

いいえ はい

１ ２ ３ ４ ５

１ ２ ３ ４ ５

はい いいえ

はい いいえ

有
効
性

効
率
性

今以上に、コスト削減させる余地はないか。

今以上に、ＩＴを活用した業務の効率化などに伴う
人員削減させる余地はないか。

今以上に、財源（補助金等、受益者負担など）を
確保する余地はないか。

今以上に、成果を向上させる余地はないか。

②事務改善　評価点数の合計 13 ／２０

ある ない

ある ない

ある ない

ある ない

A
A

市民に対する事業の目的および意義の普及啓発活動を推進し、里親となる地域団体の数の増加を図る。併せて、養子縁組した団体の積極的な活動を促し、道
路河川の美化に努める。

R3方向性⇒ 維持

未登録の町内に対し重点的に普及啓発を行ったが、養子縁組の申請は無かった。

取
組
内
容

R2
年
度
の
実
績

地域ごとに住民主体の道路、河川の美化活動に対する熱意に差があり、未活用の地域がある
市民まちづくり課にも同様の事業があり、事業の重複がないようにする

R2年度実績とR3年度の経過を踏まえた課題

制度未活用の地域に継続して制度をＰＲし、道路、河川の美化活動の推進に努める
道路・河川の管理区域で区分けし重複がないよう、相互チェックを行う

実績と課題を踏まえたR4年度の変更点

R4方向性⇒ 維持

今
年
度

来
年
度
へ
向
け
て
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花木などの広葉樹等の植栽を民間業者に発注している。

指標名 単位 年度

美しい森林景観再生事業

開始年度 2008 終了年度 9999
目的 自然災害等により荒廃が見られる山ぎわの森林の機能回復を図るため、花木などの広葉樹等を植栽し、美しい森林景観の再生を図る。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
）

R3年度
事業名

部署名 土木課

自然災害や森林病虫害等により機能が低下している森林の機能回復を図るため、広葉樹等の植栽を行い、美しい森林景観を再生する。＜財源内訳：県90％、
市10％＞

概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

活動指標

民間等委託（一部）現在

指標名 単位 年度
成果指標

総合戦略
体系　

前年度
ランク
B、Ｃの
理由

ランク A A A

436 安心で快適に暮らせるまちの創造 強靭で安全・安心なまち 公共インフラの長寿命化

20222021202020192018

20222021202020192018

美しい森林景観再生事業R2年度
事業名

特になしコロナ対応
の取組

美しい森林景観地区 目標値 52 2 2 2地区
実績値 2 2 3

事業箇所数 箇所 目標値 62 2 2 4

計算
根拠

実施箇所数

実績値 2 2 3
達成率 100 100 150
実数値
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Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
）

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

会計

事業タイ

経費区分

タ
イ
プ

一般会計

補助（県）事業

普通建設事業費決算額

3,723
事
業
費

4,500予算額

3,723

【単位：千円】

1,524

3,0002,000

3,000

1,500

区分

1,500

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間

0.1

0

事
業
要
員

6 2 1１

２

４

505 美しい森林景観再生事業費 4,500 4,500

款 項 目 事業 Ｒ3年度事業名 予算書額 うち事業額（千円）

美しい森林景観再生事業費補助金 4,050１

２

Ｒ3年度補助金等名称 金額（千円）

３

4,500

４

５以降

５以降

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

３
歳
出
予
算

No

合計

No

補
助
金
等

4,050合計

2017 2018 2019 2020 2021

取組選択
年度

実施状況

不可能不可能

未実施未実施

不可能 不可能

未実施 未実施

不可能

未実施

【提案型市民主役事業実施】 R3年度
事業名

市民主役事業にかかる額（単位千円）：

【単位：千円】

取組可能な事業の詳細⇒

R4年度
事業名

市民主役事業にかかる額（単位千円）： 0

20222021202020192018

法令により実施することが義務づけられているか。
（評価１いいえ・２はい）

行政が実施すべき事業か。
（評価１必要なし～５必ず実施すべき）

住民等のニーズはあるか。
（評価１ニーズなし～５十分にニーズあり）

国・県または民間のサービスと競合している事業がある。
（評価１はい・２いいえ）

事務事業の中で、目的や概要が類似する事務事業がある。
（評価１はい・２いいえ）

①必要性　評価点数の合計 14 ／１６

いいえ はい

１ ２ ３ ４ ５

１ ２ ３ ４ ５

はい いいえ

はい いいえ

有
効
性

効
率
性

今以上に、コスト削減させる余地はないか。

今以上に、ＩＴを活用した業務の効率化などに伴う
人員削減させる余地はないか。

今以上に、財源（補助金等、受益者負担など）を
確保する余地はないか。

今以上に、成果を向上させる余地はないか。

②事務改善　評価点数の合計 16 ／２０

ある ない

ある ない

ある ない

ある ない

A
A

森林における山際景観を再生するため、また鳥獣害対策として、雑木除去および花木の植樹を行う。
・乙坂今北、大谷、石生谷、出口木引

R3方向性⇒ 維持

森林における山際景観の再生を図るため、乙坂今北町、大谷地区、石生谷地区において雑木除去、花木の植樹を行った。

取
組
内
容

R2
年
度
の
実
績

特になし

R2年度実績とR3年度の経過を踏まえた課題

特になし

実績と課題を踏まえたR4年度の変更点

R4方向性⇒ 維持

今
年
度

来
年
度
へ
向
け
て
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橋梁の詳細調査・設計業務および工事を民間委託により実施する。

指標名 単位 年度

橋梁長寿命化修繕事業

開始年度 2009 終了年度 9999

道路法

目的 橋長2m以上の橋梁について調査を行い、安心して通行できる道路橋梁の長寿命化を図る。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
）

R3年度
事業名

部署名 土木課

定期点検調査および詳細調査を実施し、学識経験者の意見を参考に橋梁の長寿命化計画を策定し、計画に基づき橋梁の修繕等を進める。概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

活動指標

民間等委託（一部）現在

指標名 単位 年度
成果指標

総合戦略
体系　

前年度
ランク
B、Ｃの
理由

ランク A A A

436 安心で快適に暮らせるまちの創造 強靭で安全・安心なまち 公共インフラの長寿命化

20222021202020192018

20222021202020192018

橋梁長寿命化修繕事業R2年度
事業名

特になしコロナ対応
の取組

※設定困難 目標値

実績値

修繕対応箇所数 箇所 目標値 23 3 3 2

計算
根拠

修繕箇所数

実績値 3 6 6
達成率 100 200 266
実数値
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Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
）

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

会計

事業タイ

経費区分

タ
イ
プ

一般会計

補助（国）事業

普通建設事業費決算額

22,049
事
業
費

50,000予算額

22,049

【単位：千円】

15,790

32,24015,790

32,240

34,540

区分

34,540

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間

0.2

0

事
業
要
員

8 2 3１

２

４

203 社会資本整備総合交付金事業費 293,780 30,000

8 2 3 754 社会資本整備総合交付金事業費（明許繰越分） 0 20,000

款 項 目 事業 Ｒ3年度事業名 予算書額 うち事業額（千円）

社会資本整備総合交付金 27,500１

２

Ｒ3年度補助金等名称 金額（千円）

３

50,000

４

５以降

５以降

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

３
歳
出
予
算

No

合計

No

補
助
金
等

27,500合計

2017 2018 2019 2020 2021

取組選択
年度

実施状況

不可能不可能

未実施未実施

不可能 不可能

未実施 未実施

不可能

未実施

【提案型市民主役事業実施】 R3年度
事業名

市民主役事業にかかる額（単位千円）：

【単位：千円】

取組可能な事業の詳細⇒

R4年度
事業名

市民主役事業にかかる額（単位千円）： 0

20222021202020192018

法令により実施することが義務づけられているか。
（評価１いいえ・２はい）

行政が実施すべき事業か。
（評価１必要なし～５必ず実施すべき）

住民等のニーズはあるか。
（評価１ニーズなし～５十分にニーズあり）

国・県または民間のサービスと競合している事業がある。
（評価１はい・２いいえ）

事務事業の中で、目的や概要が類似する事務事業がある。
（評価１はい・２いいえ）

①必要性　評価点数の合計 16 ／１６

いいえ はい

１ ２ ３ ４ ５

１ ２ ３ ４ ５

はい いいえ

はい いいえ

有
効
性

効
率
性

今以上に、コスト削減させる余地はないか。

今以上に、ＩＴを活用した業務の効率化などに伴う
人員削減させる余地はないか。

今以上に、財源（補助金等、受益者負担など）を
確保する余地はないか。

今以上に、成果を向上させる余地はないか。

②事務改善　評価点数の合計 16 ／２０

ある ない

ある ない

ある ない

ある ない

A
A

国土強靭化の対策として橋梁３橋の修繕工事を実施する。
・出口橋
・水落６号橋

R3方向性⇒ 維持

国土強靭化の対策として橋梁６橋について修繕工事を実施した。

取
組
内
容

R2
年
度
の
実
績

特になし

R2年度実績とR3年度の経過を踏まえた課題

R４も２橋梁の修繕工事に取り組む
・水落橋
・当田南橋

実績と課題を踏まえたR4年度の変更点

R4方向性⇒ 維持

今
年
度

来
年
度
へ
向
け
て
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取組活動組織からの申請に基づき、国の実施要網に照らし適正であれば交付する。

指標名 単位 年度

多面的機能支払交付金事業

開始年度 2011 終了年度 9999
目的 地域の共同活動により機能を維持してきた農業用施設の日常的な保全管理活動および長寿命化のための活動等を支援し、農業・農村の有する多面的機能の

維持・発揮を図るとともに、安定した食料供給に貢献する。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
）

R3年度
事業名

部署名 土木課

農地維持支払：日常的な保全管理活動　田30千円/ha　畑20千円/ha
（国：50％、県：25％、市：25％）
資源向上支払（共同活動）：農地、農業用施設の補修、修繕などの活動　田15千円/ha　畑9千円/ha
（国：50％、県：25％、市：25％）
資源向上支払（長寿命化）：長寿命化のための活動　　田44千円/ha　畑20千円/ha
（国：50％、県：25％、市：25％）
推進交付金：事業の円滑な推進に必要な経費（国：100％）

概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

活動指標

補助金等交付現在

指標名 単位 年度
成果指標

総合戦略
体系　

前年度
ランク
B、Ｃの
理由

ランク A A A

153 魅力ある雇用の創出 楽しくてもうかる農業経営の確立 農業、農村の多面的機能の維持、発揮

20222021202020192018

20222021202020192018

多面的機能支払交付金事業R2年度
事業名

特になしコロナ対応
の取組

広域活動組織に加入していない3集落に対する加入推進の
ための説明

目標値 33 3 3 3集落数
実績値 3 3 3

活動集落数 集落数 目標値 7574 74 74 75

計算
根拠

活動集落数

実績値 74 74 75
達成率 100 100 101
実数値
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Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
）

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

会計

事業タイ

経費区分

タ
イ
プ

一般会計

補助（県）事業

補助費等決算額

154,757
事
業
費

160,768予算額

151,962

【単位：千円】

144,902

156,741156,975

143,317

165,836

区分

145,101

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間

0.5

0

1

事
業
要
員

6 1 6１

２

４

205 多面的機能支払交付金事業費 165,069 160,768

款 項 目 事業 Ｒ3年度事業名 予算書額 うち事業額（千円）

多面的機能発揮促進事業費補助金（国1/2県1/4） 105,814１

２ 農地・水保全管理支払交付金過年度負担金返還金 50

Ｒ3年度補助金等名称 金額（千円）

３

160,768

４

５以降

５以降

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

３
歳
出
予
算

No

合計

No

補
助
金
等

105,864合計

2017 2018 2019 2020 2021

取組選択
年度

実施状況

不可能不可能

未実施未実施

不可能 不可能

未実施 未実施

不可能

未実施

【提案型市民主役事業実施】 R3年度
事業名

市民主役事業にかかる額（単位千円）：

【単位：千円】

取組可能な事業の詳細⇒

R4年度
事業名

市民主役事業にかかる額（単位千円）： 0

20222021202020192018

法令により実施することが義務づけられているか。
（評価１いいえ・２はい）

行政が実施すべき事業か。
（評価１必要なし～５必ず実施すべき）

住民等のニーズはあるか。
（評価１ニーズなし～５十分にニーズあり）

国・県または民間のサービスと競合している事業がある。
（評価１はい・２いいえ）

事務事業の中で、目的や概要が類似する事務事業がある。
（評価１はい・２いいえ）

①必要性　評価点数の合計 16 ／１６

いいえ はい

１ ２ ３ ４ ５

１ ２ ３ ４ ５

はい いいえ

はい いいえ

有
効
性

効
率
性

今以上に、コスト削減させる余地はないか。

今以上に、ＩＴを活用した業務の効率化などに伴う
人員削減させる余地はないか。

今以上に、財源（補助金等、受益者負担など）を
確保する余地はないか。

今以上に、成果を向上させる余地はないか。

②事務改善　評価点数の合計 16 ／２０

ある ない

ある ない

ある ない

ある ない

A
A

「農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する法律」に基づき、農地維持支払、資源向上支払（共同活動）、資源向上支払（長寿命化）を実施する７組織に
対し補助する。

R3方向性⇒ 維持

農地の有する多面的機能発揮のために活動する７組織に対し補助を行った。

取
組
内
容

R2
年
度
の
実
績

特になし

R2年度実績とR3年度の経過を踏まえた課題

特になし

実績と課題を踏まえたR4年度の変更点

R4方向性⇒ 維持

今
年
度

来
年
度
へ
向
け
て

42 ページ
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工事は業者に発注する。

指標名 単位 年度

通学路防犯灯整備事業

開始年度 2012 終了年度 2021
目的 農用地内など家屋が途切れた夜間に暗く危険な通学路に、LED防犯灯を設置し通学生の安全確保を図る。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
）

R3年度
事業名

部署名 土木課

農用地内など電気料の負担問題等により、防犯灯が設置されておらず夜間危険な通学路において、交通事故の防止や安全で円滑な通行の確保のために、交
差点など必要な箇所にLED防犯灯を設置する。

概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

活動指標

民間等委託（一部）現在

指標名 単位 年度
成果指標

総合戦略
体系　

前年度
ランク
B、Ｃの
理由

設置要望が無かったため。

ランク - A C

431 安心で快適に暮らせるまちの創造 強靭で安全・安心なまち 防災・防犯対策の推進

20222021202020192018

20222021202020192018

通学路防犯灯整備事業R2年度
事業名

特になしコロナ対応
の取組

※設定困難 目標値

実績値

実施箇所数 箇所 目標値 01 1 1 1

計算
根拠

実施個所数

実績値 - 1 0
達成率 - 100 0
実数値
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Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
）

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

会計

事業タイ

経費区分

タ
イ
プ

一般会計

単独事業

物件費決算額

6,052
事
業
費

500予算額

6,052

【単位：千円】

0

1,265500

1,265

500

区分

0

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間 20

事
業
要
員

8 2 2１

２

４

202 道路維持補修費 95,784 500

款 項 目 事業 Ｒ3年度事業名 予算書額 うち事業額（千円）

１

２

Ｒ3年度補助金等名称 金額（千円）

３

500

４

５以降

５以降

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

３
歳
出
予
算

No

合計

No

補
助
金
等

0合計

2017 2018 2019 2020 2021

取組選択
年度

実施状況

不可能不可能

未実施未実施

不可能 不可能

未実施 未実施

不可能

未実施

【提案型市民主役事業実施】 R3年度
事業名

市民主役事業にかかる額（単位千円）：

【単位：千円】

取組可能な事業の詳細⇒

R4年度
事業名

市民主役事業にかかる額（単位千円）： 0

20222021202020192018

法令により実施することが義務づけられているか。
（評価１いいえ・２はい）

行政が実施すべき事業か。
（評価１必要なし～５必ず実施すべき）

住民等のニーズはあるか。
（評価１ニーズなし～５十分にニーズあり）

国・県または民間のサービスと競合している事業がある。
（評価１はい・２いいえ）

事務事業の中で、目的や概要が類似する事務事業がある。
（評価１はい・２いいえ）

①必要性　評価点数の合計 8 ／１６

いいえ はい

１ ２ ３ ４ ５

１ ２ ３ ４ ５

はい いいえ

はい いいえ

有
効
性

効
率
性

今以上に、コスト削減させる余地はないか。

今以上に、ＩＴを活用した業務の効率化などに伴う
人員削減させる余地はないか。

今以上に、財源（補助金等、受益者負担など）を
確保する余地はないか。

今以上に、成果を向上させる余地はないか。

②事務改善　評価点数の合計 16 ／２０

ある ない

ある ない

ある ない

ある ない

C
A

地元からの要望をもとに、防犯灯を設置し、通学路の安全を確保する。

R3方向性⇒ 維持

地元からの要望により１箇所について防犯灯を設置した。

取
組
内
容

R2
年
度
の
実
績

特になし

R2年度実績とR3年度の経過を踏まえた課題

通学路防犯灯の設置は、毎年実施しているものでなく、地元から要望が提出された年度に必要性を精査して道路維持補修費にて執行している。そのため、防犯灯の
設置事業は「道路交通安全対策事業(479)」に統合する。

実績と課題を踏まえたR4年度の変更点

R4方向性⇒ 統合

今
年
度

来
年
度
へ
向
け
て

44 ページ



令和３年度　事務事業調書（評価対象事業） 2021基準年度： 3122

鯖江市農地水協議会を通じて各活動団体に対して交付する。

指標名 単位 年度

農業水利施設保全事業

開始年度 2013 終了年度 9999
目的 農業の基盤となる、農地、農業用施設等の保全管理と農村環境の向上および農業生産基盤強化を図る。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
）

R3年度
事業名

部署名 土木課

農振農用地除外地における農業用施設の保全管理と、老朽化した農業用施設の補修等の活動に対し支援する。
2,200円/10a

概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

活動指標

補助金等交付現在

指標名 単位 年度
成果指標

総合戦略
体系　

前年度
ランク
B、Ｃの
理由

ランク A A A

153 魅力ある雇用の創出 楽しくてもうかる農業経営の確立 農業、農村の多面的機能の維持、発揮

20222021202020192018

20222021202020192018

農業水利施設保全事業R2年度
事業名

特になしコロナ対応
の取組

啓蒙普及、活動体制強化のための説明会の開催 目標値 12 2 1 1回
実績値 2 2 1

活動組織数 団体 目標値 98 8 8 9

計算
根拠

活動組織数

実績値 8 8 9
達成率 100 100 112
実数値
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令和３年度　事務事業調書（評価対象事業） 2021基準年度： 3122

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
）

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

会計

事業タイ

経費区分

タ
イ
プ

一般会計

単独事業

補助費等決算額

2,200
事
業
費

2,200予算額

1,984

【単位：千円】

1,968

2,2002,200

1,934

2,200

区分

2,112

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間

0.1

0

事
業
要
員

6 1 6１

２

４

205 多面的機能支払交付金事業費 165,069 2,200

款 項 目 事業 Ｒ3年度事業名 予算書額 うち事業額（千円）

１

２

Ｒ3年度補助金等名称 金額（千円）

３

2,200

４

５以降

５以降

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

３
歳
出
予
算

No

合計

No

補
助
金
等

0合計

2017 2018 2019 2020 2021

取組選択
年度

実施状況

不可能不可能

未実施未実施

不可能 不可能

未実施 未実施

不可能

未実施

【提案型市民主役事業実施】 R3年度
事業名

市民主役事業にかかる額（単位千円）：

【単位：千円】

取組可能な事業の詳細⇒

R4年度
事業名

市民主役事業にかかる額（単位千円）： 0

20222021202020192018

法令により実施することが義務づけられているか。
（評価１いいえ・２はい）

行政が実施すべき事業か。
（評価１必要なし～５必ず実施すべき）

住民等のニーズはあるか。
（評価１ニーズなし～５十分にニーズあり）

国・県または民間のサービスと競合している事業がある。
（評価１はい・２いいえ）

事務事業の中で、目的や概要が類似する事務事業がある。
（評価１はい・２いいえ）

①必要性　評価点数の合計 14 ／１６

いいえ はい

１ ２ ３ ４ ５

１ ２ ３ ４ ５

はい いいえ

はい いいえ

有
効
性

効
率
性

今以上に、コスト削減させる余地はないか。

今以上に、ＩＴを活用した業務の効率化などに伴う
人員削減させる余地はないか。

今以上に、財源（補助金等、受益者負担など）を
確保する余地はないか。

今以上に、成果を向上させる余地はないか。

②事務改善　評価点数の合計 16 ／２０

ある ない

ある ない

ある ない

ある ない

A
A

国の多面的機能支払交付金対象外の農地における、地域共同活動（農地、農業用施設等の資源の日常的な保全管理活動）に対し補助する。

R3方向性⇒ 維持

国の多面的機能支払交付金の対象外の農地を保全するために活動する9組織に対し補助を行った。

取
組
内
容

R2
年
度
の
実
績

特になし

R2年度実績とR3年度の経過を踏まえた課題

特になし

実績と課題を踏まえたR4年度の変更点

R4方向性⇒ 維持

今
年
度

来
年
度
へ
向
け
て
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令和３年度　事務事業調書（評価対象事業） 2021基準年度： 3123

松林再生のための森林管理を地元組織に委託する。

指標名 単位 年度

松林再生モデル事業

開始年度 2013 終了年度 9999
目的 松くい虫被害等により、昔の風景であった松林が失われており、山林への意識が低下していることから、松林の再生を行う。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
）

R3年度
事業名

部署名 土木課

松くい虫被害等で荒廃している松林の手入れと抵抗性松の植樹による松林再生を市民協働で実施する。概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

活動指標

民間等委託（一部）現在

指標名 単位 年度
成果指標

総合戦略
体系　

前年度
ランク
B、Ｃの
理由

ランク A A A

436 安心で快適に暮らせるまちの創造 強靭で安全・安心なまち 公共インフラの長寿命化

20222021202020192018

20222021202020192018

松林再生モデル事業R2年度
事業名

特になしコロナ対応
の取組

松林再生等検討会の開催回数 目標値 22 2 2 2回
実績値 2 2 2

松林の再生面積 ha 目標値 2.92.9 2.9 2.9 2.9

計算
根拠

再生面積

実績値 2.9 2.9 2.9
達成率 100 100 100
実数値
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令和３年度　事務事業調書（評価対象事業） 2021基準年度： 3123

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
）

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

会計

事業タイ

経費区分

タ
イ
プ

一般会計

単独事業

補助費等決算額

200
事
業
費

140予算額

200

【単位：千円】

200

200200

200

150

区分

150

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間

0.1

0

事
業
要
員

6 2 1１

２

４

603 森林保全事業費 3,380 140

款 項 目 事業 Ｒ3年度事業名 予算書額 うち事業額（千円）

１

２

Ｒ3年度補助金等名称 金額（千円）

３

140

４

５以降

５以降

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

３
歳
出
予
算

No

合計

No

補
助
金
等

0合計

2017 2018 2019 2020 2021

取組選択
年度

実施状況

不可能不可能

未実施未実施

不可能 不可能

未実施 未実施

不可能

未実施

【提案型市民主役事業実施】 R3年度
事業名

市民主役事業にかかる額（単位千円）：

【単位：千円】

取組可能な事業の詳細⇒

R4年度
事業名

市民主役事業にかかる額（単位千円）： 0

20222021202020192018

法令により実施することが義務づけられているか。
（評価１いいえ・２はい）

行政が実施すべき事業か。
（評価１必要なし～５必ず実施すべき）

住民等のニーズはあるか。
（評価１ニーズなし～５十分にニーズあり）

国・県または民間のサービスと競合している事業がある。
（評価１はい・２いいえ）

事務事業の中で、目的や概要が類似する事務事業がある。
（評価１はい・２いいえ）

①必要性　評価点数の合計 14 ／１６

いいえ はい

１ ２ ３ ４ ５

１ ２ ３ ４ ５

はい いいえ

はい いいえ

有
効
性

効
率
性

今以上に、コスト削減させる余地はないか。

今以上に、ＩＴを活用した業務の効率化などに伴う
人員削減させる余地はないか。

今以上に、財源（補助金等、受益者負担など）を
確保する余地はないか。

今以上に、成果を向上させる余地はないか。

②事務改善　評価点数の合計 13 ／２０

ある ない

ある ない

ある ない

ある ない

A
A

松林の再生を目的として活動している、「石生谷松林再生委員会」が行う下草刈等の森林保全活動に対して補助する。

R3方向性⇒ 維持

石生谷松林再生委員会が行った下草刈りに対し補助を行った。

取
組
内
容

R2
年
度
の
実
績

特になし

R2年度実績とR3年度の経過を踏まえた課題

特になし

実績と課題を踏まえたR4年度の変更点

R4方向性⇒ 維持

今
年
度

来
年
度
へ
向
け
て
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令和３年度　事務事業調書（評価対象事業） 2021基準年度： 3129

自治会での除雪機械等の購入費に対し補助金を交付する。

指標名 単位 年度

地域ぐるみ除雪機械整備費補助金

開始年度 2013 終了年度 9999
目的 県や市が行う学校周辺の一部の通学路の歩道を除き、歩道や幅員の狭い道路は、地域住民が協力し地域ぐるみの除雪を行っているが、各公民館に１台ずつ配

置している小型除雪車のみでは除雪機械が不足しており、また人力除雪では効率が悪く人員の確保も困難なため、除雪機械の不足は地域による除雪の普及促
進の障害となっている。そこで、地域ぐるみで除雪を行う自治会等に対し除雪機械等の購入費を補助することにより、地域の除雪能力を強化し、雪に強く快適な
まちづくりを推進する。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
）

R3年度
事業名

部署名 土木課

補助対象者：歩道や市道、公共施設の除雪を行う自治会等
対象経費：除雪機械および除雪用付属品の購入費
＜補助率＞                                                      
　手押し小型除雪機　　… 対象経費の２／３以内（補助限度額１４０万円）
　ホイールローダ　　　… 購入費全額（補助限度額６００万円）
  ※　Ｈ30.6要綱改正

概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

活動指標

補助金等交付現在

指標名 単位 年度
成果指標

総合戦略
体系　

前年度
ランク
B、Ｃの
理由

ランク C C A

447 安心で快適に暮らせるまちの創造 環境にやさしい魅力的なまち 道路・河川・公園の保全

20222021202020192018

20222021202020192018

地域ぐるみ除雪機械整備費補助金R2年度
事業名

特になしコロナ対応
の取組

区長会への事業説明 目標値 11 2 2 1回
実績値 1 1 1

除雪機械購入費に対する補助実施数 件 目標値 13 1 1 1

計算
根拠

補助実施数

実績値 2 0 2
達成率 67 0 100
実数値
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令和３年度　事務事業調書（評価対象事業） 2021基準年度： 3129

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
）

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

会計

事業タイ

経費区分

タ
イ
プ

一般会計

単独事業

補助費等決算額

500
事
業
費

8,800予算額

0

【単位：千円】

6,602

6,0006,700

0

1,400

区分

977

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間

0.1

0

事
業
要
員

8 2 2１

２

４

203 道路除雪費 317,080 8,800

款 項 目 事業 Ｒ3年度事業名 予算書額 うち事業額（千円）

集落活性化支援事業 700１

２

Ｒ3年度補助金等名称 金額（千円）

３

8,800

４

５以降

５以降

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

３
歳
出
予
算

No

合計

No

補
助
金
等

700合計

2017 2018 2019 2020 2021

取組選択
年度

実施状況

不可能不可能

未実施未実施

不可能 不可能

未実施 未実施

不可能

未実施

【提案型市民主役事業実施】 R3年度
事業名

市民主役事業にかかる額（単位千円）：

【単位：千円】

取組可能な事業の詳細⇒

R4年度
事業名

市民主役事業にかかる額（単位千円）： 0

20222021202020192018

法令により実施することが義務づけられているか。
（評価１いいえ・２はい）

行政が実施すべき事業か。
（評価１必要なし～５必ず実施すべき）

住民等のニーズはあるか。
（評価１ニーズなし～５十分にニーズあり）

国・県または民間のサービスと競合している事業がある。
（評価１はい・２いいえ）

事務事業の中で、目的や概要が類似する事務事業がある。
（評価１はい・２いいえ）

①必要性　評価点数の合計 12 ／１６

いいえ はい

１ ２ ３ ４ ５

１ ２ ３ ４ ５

はい いいえ

はい いいえ

有
効
性

効
率
性

今以上に、コスト削減させる余地はないか。

今以上に、ＩＴを活用した業務の効率化などに伴う
人員削減させる余地はないか。

今以上に、財源（補助金等、受益者負担など）を
確保する余地はないか。

今以上に、成果を向上させる余地はないか。

②事務改善　評価点数の合計 16 ／２０

ある ない

ある ない

ある ない

ある ない

B
A

除雪協力業者の廃業や規模の縮小が進む中で、市道の交通確保及び市民生活の安定を図るため、地域ぐるみで実施する除雪活動をさらに推進する。
町内自治会に対する制度内容の周知・普及を一層進め、過大となっている業者除雪の軽減に努める。
（小型ロータリー除雪機１台）

R3方向性⇒ 維持

柳町3・4丁目および舟枝町の2町内が購入した手押し式ロータリー除雪車購入に対して補助を行った。

取
組
内
容

R2
年
度
の
実
績

町内自治会ごとに除雪に対する意識の違いがみられ、地域ぐるみで実施する除雪への理解が得られていない町内自治会が多い
この補助制度を普及するため、実施地域の意見等を取り入れる必要がある。

R2年度実績とR3年度の経過を踏まえた課題

地域ぐるみの除雪への取り組みを拡大するため、本補助事業に自治会が行う排雪作業に対する上乗せ補助を検討していたが、市民活躍課で行っている住民参加で
雪に強く快適なまちづくり事業補助金に上乗せ補助を行うこととなったため、本事業は現状維持となった。

実績と課題を踏まえたR4年度の変更点

R4方向性⇒ 維持

今
年
度

来
年
度
へ
向
け
て
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